
 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

＜障害福祉サービス及び障害児通所⽀援等の⾒込量とその確保策＞ 
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高 浜 市 

    

高浜市 

第５期障がい福祉計画 

第１期障がい児福祉計画 

概 要 版 



 

 

高浜市第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画を策定しました。 

 

 

■計画策定の趣旨 
本市では、「障害者総合支援法」に基づき、第４期の実績、障がいのある人のニーズなどを踏まえて、また

「児童福祉法」に基づき、平成30(2018)年度～平成32(2020)年度を計画期間とする高浜市第５期障がい

福祉計画・第１期障がい児福祉計画を一体的に策定しました。 

 

■計画の位置づけ 
① この計画は、障害者総合支援法第87条第1項に定める障害福祉計画および児童福祉法第33条の19第1項

に定める障害児福祉計画を一体化した計画です。厚生労働省の示した「障害福祉サービス等及び障害児通

所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」に即して策定しました。 

② この計画は、「高浜市障がい者福祉計画」の障害福祉サービス分野の実施計画という性格を有しています。 

 

■計画の期間 
この計画は、平成30(2018)年度から平成32(2020)年度の3年間を計画期間とします。ただし、計画期間

中に法制度の改正などが行われた場合は、必要に応じて見直しを行います。 

 

１１１１    基本基本基本基本指針に定める目標指針に定める目標指針に定める目標指針に定める目標    

障がい福祉計画 

区  分 目標数値 考え方 

○福祉施設入所者

の地域生活への

移行数の目標数

値 

平成28(2016)年度末の施設入所者数 21人 平成28(2016)年度末の全施設入所者数 

地域生活移行者数 2人 

平成28(2016)年度末の全入所者数のうち、

施設入所からグループホーム等へ移行した

人数 

削減見込 1人 平成32(2020)年度末段階での削減見込数 

〇保健・医療・福祉

関係者による協

議の場の設置 

平成32(2020)年度までに協議する場１か所を市単独で整備することを目指します。 

○地域生活支援拠

点等の整備 

平成32(2020)年度末までに、圏域内の複数の機関において、分担してその機能を担う面的な整

備をすることを検討していきます。 

○福祉施設から一

般就労への移行

目標数値 

平成28(2016)年度の年間一般就労移行

者数 

2人 

平成28(2016)年度に福祉施設を退所して一

般就労した人数 

目標年度の年間一般就労移行者数 4人 

平成32(2020)年度に福祉施設を退所して一

般就労する人数 

○就労移行支援事

業の目標利用者

数 

平成28(2016)年度末の就労移行支援事

業の利用者数 

4人 

平成28(2016)年度末における就労移行支援

事業の利用者数 

目標年度の就労移行支援事業の利用者

数 

12人 

平成32(2020)年度末において就労移行支援

事業を利用する人数 

〇就労移行支援事

業所の就労移行

率 

平成28(2016)年度末の就労移行率3割

以上である就労移行支援事業所の割合 

0割 

平成28(2016)年度末の就労移行率3割以上

である就労移行支援事業所の割合 

目標年度の就労移行率3割以上である

就労移行支援事業所の割合 

10割 

目標年度の就労移行率3割以上である就労

移行支援事業所の割合 

各年度における就労定着支援による支援開始から1年後の職場定着率を80%以上にすることを

目指していきます。 



 

    

    

    

２２２２    障害福祉サービスの見込量と確保策障害福祉サービスの見込量と確保策障害福祉サービスの見込量と確保策障害福祉サービスの見込量と確保策                 

サービス名 

平成29(2017)年度 

(実績見込) 

平成30(2018)年度 平成31(2019)年度 平成32(2020)年度 

訪

問

系

 

総利用時間（利用者数）①～⑤ 1,113時間（71人） 1,274時間（73人） 1,325時間（76人） 1,376時間（79人） 

 

①居宅介護 1,081時間（68人） 1,159時間（68人） 1,210時間（71人） 1,261時間（74人） 

②重度訪問介護   0時間（ 0人）  72時間（ 1人） 72時間（ 1人）  72時間（ 1人） 

③同行援護  32時間（ 3人）   38時間（ 3人）    38時間（ 3人）    38時間（ 3人） 

④行動援護   0時間（ 0人）   5時間（ 1人）   5時間（ 1人）   5時間（ 1人） 

⑤重度障害者等包括支援   0時間（ 0人）   0時間（ 0人）   0時間（ 0人）   0時間（ 0人） 

日

中

活

動

系

 

⑥生活介護 1,515人日（81人） 1,729人日（87人） 1,821人日（91人） 1,867人日（93人） 

⑦自立訓練（機能訓練） 22人日（ 1人） 23人日（ 1人） 23人日（ 1人） 23人日（ 1人） 

⑧自立訓練（生活訓練） 0人日（ 0人） 23人日（ 1人） 23人日（ 1人） 23人日（ 1人） 

⑨就労移行支援 103人日（ 6人） 184人日（ 8人） 230人日（10人） 276人日（12人） 

⑩就労継続支援（Ａ型） 529人日（27人） 557人日（28人） 579人日（29人） 596人日（30人） 

⑪就労継続支援（Ｂ型） 1,736人日（89人） 1,873人日（97人） 1,992人日（103人） 2,042人日（106人） 

⑫就労定着支援  2人  3人  4人  

⑬療養介護 31人日（ 1人） 31人日（ 1人） 31人日（ 1人） 31人日（ 1人） 

⑭短期入所（福祉型） 

73人日（14人） 

70人日（14人） 70人日（14人） 70人日（14人） 

⑭短期入所（医療型） 10人日（ 2人） 10人日（ 2人） 10人日（ 2人） 

居

住

系

 

⑮自立生活援助  0人 0人 1人 

⑯共同生活援助（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ） 30人 31人 36人 38人 

⑰施設入所支援 22人 22人 22人 20人 

⑱相談支援  計画相談支援 

地域移行支援 

地域定着支援 

31人 

0人 

0人 

40人 

0人 

0人 

40人 

0人 

0人 

40人 

1人 

1人 

※「人日」＝「月間の利用人数」×「一人一月あたりの平均利用日数」 

        

障がい児福祉計画 

区  分    目標数値 考え方 

〇児童発達支援センターの

設置および保育所等訪問

支援の充実 

児童発達支援センター 1 か所 

平成 32(2020)年度末までに圏域内の市と

連携または市単独で整備 

〇重症心身障がい児を支援

する児童発達支援事業所

および放課後等デイサー

ビス事業所の確保 

児童発達支援事業所 1 か所 

平成 32(2020)年度末までに圏域内の市と

連携または市単独で整備 

放課後等デイサービス 1 か所 

平成 32(2020)年度末までに圏域内の市と

連携または市単独で整備 

〇医療的ケア児支援のため

の関係機関の協議の場の

設置 

協議の場 1 か所 

平成 30(2018)年度末までに圏域内の市と

連携または市単独で整備 



 

３３３３    障がい児に対するサービスの見込量と確保策障がい児に対するサービスの見込量と確保策障がい児に対するサービスの見込量と確保策障がい児に対するサービスの見込量と確保策            

サービス名 

平成29(2017)年度 

(実績見込) 

平成30(2018)年度 平成31(2019)年度 平成32(2020)年度 

障

害

児

通

所

支

援

 

児童発達支援 91人日（ 9人） 120人日（ 12人） 120人日（ 12人） 120人日（ 12人） 

医療型児童発達支援 0人日（ 0人） 0人日（ 0人） 0人日（ 0人） 10人日（ 1人） 

放課後等デイサービス 695人日（69人） 740人日（74人） 770人日（77人） 800人日（80人） 

保育所等訪問支援 2人日（ 2人） 3人日（ 3人） 3人日（ 3人） 3人日（ 3人） 

居宅訪問型児童発達支援  0人日（ 0人） 0人日（ 0人） 10人日（ 1人） 

障害児相談支援 17人  17人  18人  19人  

※「人日」＝「月間の利用人数」×「一人一月あたりの平均利用日数」 

 

４４４４    地域生活支援事業の見込量と確保策地域生活支援事業の見込量と確保策地域生活支援事業の見込量と確保策地域生活支援事業の見込量と確保策    

○必須事業○必須事業○必須事業○必須事業    

①①①①    理解促進研修・啓発事業理解促進研修・啓発事業理解促進研修・啓発事業理解促進研修・啓発事業    

「社会的障壁」を除去するため、イベント等をはじめとする障がいのある人の理解を深めるための研修・

啓発を通じて地域住民への働きかけを強化します。 

②②②②    自発的活動支援事業自発的活動支援事業自発的活動支援事業自発的活動支援事業    

障がいのある人、その家族、地域住民等による地域における自発的な取組みを支援します。 

③③③③    相談支援事業（障害者相談支援事業、相談支援事業（障害者相談支援事業、相談支援事業（障害者相談支援事業、相談支援事業（障害者相談支援事業、基幹基幹基幹基幹相談支援相談支援相談支援相談支援センター等センター等センター等センター等機能強化事業、機能強化事業、機能強化事業、機能強化事業、地域地域地域地域自立支援協議会、成年自立支援協議会、成年自立支援協議会、成年自立支援協議会、成年

後見制度利用支援事業、成年後見制度法人後見支援事業）後見制度利用支援事業、成年後見制度法人後見支援事業）後見制度利用支援事業、成年後見制度法人後見支援事業）後見制度利用支援事業、成年後見制度法人後見支援事業）    

たかはま障がい者支援センターにおいて、当事者およびその家族からの相談に応じ、必要な情報の提供・

助言、障がい福祉サービスの利用支援等を行うとともに、制度・サービスの周知活動、障がいのある人の権

利擁護のための情報提供・利用促進等の援助を行います。 

④④④④    意思疎通支援事業（手話通訳者または要約筆記者の派遣等意思疎通支援事業（手話通訳者または要約筆記者の派遣等意思疎通支援事業（手話通訳者または要約筆記者の派遣等意思疎通支援事業（手話通訳者または要約筆記者の派遣等））））    

障がいのある人に事業の周知を図り、サービスの利用を促進します。 

⑤⑤⑤⑤    日常生活用具給付等事業日常生活用具給付等事業日常生活用具給付等事業日常生活用具給付等事業    

事業の周知を図るとともに、障がいの特性に合わせた適切な日常生活用具の給付に努めます。 

⑥⑥⑥⑥    手話奉仕員養成研修事業手話奉仕員養成研修事業手話奉仕員養成研修事業手話奉仕員養成研修事業    

聴覚障がいのある人等が自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、今後も、手話奉仕員

の養成を進めます。 

⑦⑦⑦⑦    移動支援事業移動支援事業移動支援事業移動支援事業    

事業の周知に努め、障がい者の外出、社会参加を支援していきます。 

⑧⑧⑧⑧    地域活動支援センター事業地域活動支援センター事業地域活動支援センター事業地域活動支援センター事業    

既存の事業所を活用して実施していきます。 

 

○任意事業○任意事業○任意事業○任意事業    

日中一時支援事業／訪問入浴サービス事業／日中一時支援事業／訪問入浴サービス事業／日中一時支援事業／訪問入浴サービス事業／日中一時支援事業／訪問入浴サービス事業／巡回支援巡回支援巡回支援巡回支援専門専門専門専門員整備事業員整備事業員整備事業員整備事業／／／／複数市町村による意思疎通支援の共同複数市町村による意思疎通支援の共同複数市町村による意思疎通支援の共同複数市町村による意思疎通支援の共同

実施促進実施促進実施促進実施促進／／／／身体障害者用自動車改造費助成事業／障害者自動車免許取得費助成事業身体障害者用自動車改造費助成事業／障害者自動車免許取得費助成事業身体障害者用自動車改造費助成事業／障害者自動車免許取得費助成事業身体障害者用自動車改造費助成事業／障害者自動車免許取得費助成事業    

 

５５５５    計画の計画の計画の計画の進捗管理進捗管理進捗管理進捗管理 

共生社会の実現のため、必要なサービスが的確に提供されているか、また、目標として掲げた地域生活への

移行や一般就労への移行が進んでいるかなど、達成状況を点検、評価し、次年度以降の施策・事業の実施に反

映していきます。 

計画の進行管理については、高浜市人にやさしい街づくり及び障害者施策審議会を中心に行っていきます。 

 

 

発行 高浜市 福祉部 介護保険・障がいグループ 

TEL 0566-52-9871 FAX 0566-52-7918 

この概要版はチャレンジサポート高浜で印刷しました。 

 


